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貸　   借　   対　   照　   表

 （ ２０２４ 年 ３ 月 ３１ 日現在  ）

　　（単位：千円）

　　金　　額 　　金　　額

  

8,804,938 3,675,622

189,003 370,069

201,961 716,520

232,585 1,572,837

395,107 210,812

6,389,250 －

272,071 16,732

3,088 133,428

8,680 27,784

322 288,509

18,652 70,791

1,093,337 112,820

878 140,703

－ 14,613

－

1,220,078 226,025

1,000,458 226,025

建 物 ・ 構 築 物 311,531 －

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 133,087

工 具 器 具 ・ 備 品 24,950 3,901,647

土 地 530,794

リ ー ス 資 産 95 6,121,899

100,000

12,684 60,000

ソ フ ト ウ エ ア 11,517 60,000

電 話 加 入 権 1,167

5,961,899

206,935 27,000

投 資 有 価 証 券 42,826 5,934,899

会 員 権 0 2,710,000

差 入 保 証 金 11,570 2,274,497

破 産 更 生 債 権 等 59

長 期 前 払 費 用 7,676 1,469

繰 延 税 金 資 産 144,861 1,469

貸 倒 引 当 金 △ 59

6,123,369

10,025,016 10,025,016
(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 払 費 用

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

退 職 給 付 引 当 金

材 料 貯 蔵 品

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

未 収 入 金

Ｔ Ｍ Ｓ 預 け 金

0

固 定 負 債

支 払 手 形

未 払 金

利 益 準 備 金

〔 純 資 産 の 部 〕

0

負 債 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

科 目

〔 負 債 の 部 〕

電 子 記 録 債 務

工 事 未 払 金

未 成 工 事 受 入 金

役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

別 途 積 立 金

買 掛 金

預 り 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

未 払 消 費 税

株 主 資 本

資 産 合 計

流 動 負 債

工 事 未 収 入 金

科 目 金 額金 額

電 子 記 録 債 権

〔 資 産 の 部 〕

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

完 成 工 事 未 収 入 金

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産



個別注記表

重要な会計方針

１． 資産の評価基準および評価方法

（１） 有価証券の評価基準および評価方法

市場価格のない株式等以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

（２） 棚卸資産の評価基準および評価方法

材料貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２． 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　率　法

ただし、１９９８年４月１日以降に新規に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに２０１６年４月１日以降に

取得した建物附属設備および構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物・構築物･････････････････････････････１５年から３８年

　　　機械装置・運搬具･･･････････････４年から７年

　　　工具器具・備品･･･････････････２年から２０年

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　額　法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３） 長期前払費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　額　法

３． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

（２） 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基

準により計上しております。

（３） 役員賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当

事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年

度に見合う額を計上しております。

（４） 退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務見込額に基づき、当事業年度末に

発生している額を計上しております。

４． 収益及び費用の計上基準

　工事事業に係る収益は、顧客との工事請負契約に基づいて、建築工事を行う履行義務を負っております。

当該履行義務は一定の期間にわたり充足される履行義務であり、工事の進捗に応じて充足されるため

工事の進捗度に応じて収益を計上しております。なお、進捗度の測定は、主として発生原価に基づく

インプット法によっております。

収益認識に関する会計基準等の適用


